
ご意見の要旨と本市の考え方（岸和田市スマートシティ構想素案に係る意見公募結果） [令和６年２月]

№ ページ ご意見（要旨） 本市の考え方

1 P6

中長期的な社会変化の中で、マイナンバーカードを健康保険証、運転免許証
と一体化させるなど、マイナンバーカードをいくつもの情報の一元化に活用
することには反対です。マイナンバーカード関連サービスの誤登録の問題も
あり、国民の不安を払拭せずに強引に進めようとしているように感じます。

マイナンバーカードは、「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等
に関する法律」に基づき、行政手続きの簡略化、生活利便性の向上のため、適切に運用
されるべきものでございます。デジタル庁の説明にもございますが、情報の一元管理は
行われておらず、これまで各機関で管理していた個人情報は引き続きその機関が管理
し、必要な情報を必要な時だけやりとりする「分散管理」という仕組みになっておりま
す。マイナンバーカード関連サービスの誤登録の問題につきましては、国におきまし
て、マイナンバー情報総点検本部を設置し、デジタル庁を中心として、関係府省と連携
して政府全体で総点検と再発防止を強力に推進するものとなっており、本市におきまし
ても総点検を行っております。引き続き、市民の皆様に安心してご利用いただけるよう
適切に運用してまいります。

2 P12

「生活習慣病の早期発見と予防のため、特定健診の受診率向上が必要」との
記載がありますが、生活習慣病のそもそもの原因（食事内容等）にアプロー
チする必要があり、特定健診によって予防できるのではないと思います。ま
た健診によって例えば高血圧と診断されてもその基準が時代によって変化す
ることもあり、かえって過剰医療となり、医療費が増大する要因にもなりえ
るのではないでしょうか。

特定健診は、生活習慣病のリスクを早期発見し、特定保健指導により、生活習慣の改善
（原因そのものを解消するアプローチ）につなげていくものでございます。
特定健診の結果に基づき、改善が必要な生活習慣（食事や運動等）について、個々のラ
イフスタイルに応じた特定保健指導を実施することで、生活習慣病の発症や悪化の予防
につながると考えております。
なお、診断の基準につきましては、国が定める基準等に基づき、進めることが必要であ
ると認識しております。

3 P23

産学官からなるスマートシティ推進協議会を設立するとありますが、市民は
参加できないのでしょうか？市民の意見を反映して欲しいです。

産学官からなるスマートシティ推進協議会におきましては、専門的知見による協議を検
討してございます。一方、リーディングプロジェクトの3つ目「市民と行政がつながる
データ連携基盤の構築を見据えた取組」におきましては、「市民や地域、行政のつなが
りやコミュニケーションがオンラインで実施されている」という将来に向けてのイメー
ジを掲げておりますので、その中で、市民参画の新たな取り組みを検討し、協議会の議
論に反映させていきたいと考えております。
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4 全体

全体を通した印象として、このような構想は具体性がなく、中身もよく見え
ません。常に市民に進捗状況を開示して下さい。
また、国が推進していることであっても必ずしも国民にとって良い施策であ
るとは言えないものもあるので、中身をよく精査して本当に岸和田市民が幸
せになれる市政をしてほしいです。

本構想は、課題解決や市民生活の向上につながるデジタル技術の活用に関する考え方や
方向性を示すものとして策定を進めております。今後、本構想に基づき進めていく施策
につきましては、適宜、情報発信してまいります。また、施策の推進に当たりまして
は、その施策の成果や効果等についても配慮し、進めてまいります。

5 ―

市民のデータを取得、デジタル化し活用するのは、最終的にどこが行うので
しょうか。個人情報が集約されたデータ管理を、どこが行うのでしょうか。

個人情報を一元的にデータ管理するというものではなく、必要な情報を必要な時だけや
りとりするなどの連携により実現されるものと考えております。従いまして、これまで
各機関で管理していた個人情報は引き続きその機関が管理するものでございます。な
お、個人情報の取得及び利用に関しましては、個人情報保護法において、利用目的の達
成に必要な範囲を超えた個人情報の取り扱いの原則禁止（第18条）、個人情報取得時の
利用目的の通知・公表・明示（第21条）、個人データの安全管理のための必要かつ適切
な措置（第23条）、本人同意を得ない個人データの第三者提供の原則禁止（第27条）等
が定められており、それらに準拠した形での運用が求められます。各サービスでの利用
におきましては、本人同意を取得の上、利用目的の範囲内において利用されるものと考
えております。

6 ―

デジタル化、オンライン化が進むと、人と人が直接会う機会が減り、孤立化
する人がむしろ増えるのではないかと考えます。拙速に事を進めるのではな
く、その効果などを十分に検証（様々な意見を聞き）し、じっくり検討して
ください。

課題解決や市民生活の向上につながるデジタル技術の活用という視点を踏まえ、施策の
推進に当たりましては、その施策の成果や効果等についても配慮し、進めてまいりま
す。
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